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この概要について 
本報告書は、海洋と人類との新たな関係の輪郭を示すものです。本報告書では、全世界での直近の科学的研究や分析、
議論を基に、効果的な海洋保護と持続可能な生産、公平な繁栄を同時に実現する、バランスの取れた海洋管理のモデ
ルを紹介しています。

今回の作業は、持続可能な海洋経済の構築に向けたハイレベル・パネル（オーシャンパネル）への情報提供として委託
されました。オーシャンパネルは14名の世界のリーダーによる独自のイニシアチブで、政府、企業、金融機関、科学団体、
市民社会と協力し、政策、ガバナンス、テクノロジー、ファイナンスにまたがる大胆で実用的な解決策を促進・拡大し最
終的に持続可能な海洋経済へ移行するための行動指針を策定しようと取り組んできました。オーシャンパネルはオース
トラリア、カナダ、チリ、フィジー、ガーナ、インドネシア、ジャマイカ、日本、ケニア、メキシコ、ナミビア、ノルウェー、パラ
オおよびポルトガルの首脳で構成され、国連海洋特使による支援を受けています。オーシャンパネルは、専門家グループ
および諮問ネットワークにより支援されています。事務局を務めるWorld Resources Instituteは、分析作業、調整、および
関係者の関与に関する支援を行っています。最後に、本報告書は、オーシャンパネルのプロセスとは独立した情報提供
であり、必ずしもオーシャンパネルの考え方を表すものではありません。

執筆者について 
主要執筆者 
Martin StuchteyはSYSTEMIQのパートナーです。電子メールアドレスはmartin.stuchtey@systemiq.earthです。

Adrien VincentはSYSTEMIQの海洋責任者です。

Andreas Merkl CEA Consultingのパートナーです。

Maximillian BucherはSYSTEMIQのアソシエートです。

寄稿者 
Peter M. Hauganはノルウェーの海洋研究所のプログラム部長、ベルゲン大学地球物理研究所教授、そしてオーシャン
パネル専門家グループの共同議長です。

Jane Lubchencoはオレゴン州立大学の著名な大学教授、また、オーシャンパネル専門家グループの共同議長です。

Mari Elka Pangestuは世界銀行開発政策・パートナーシップ担当マネージングディレクター、そしてオーシャンパネル 
専門家グループの共同議長です。
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序文 
海洋国家の首脳私たちは、海洋とその価値を理解しています。

それでもなお、海洋は私たちに新たな知見を与え続けてくれます。

この報告書から私たちは、海洋が思っていた以上に、人類と地球の健康にとって、気候と
食糧安全保障にとって、現地の雇用にとって、そして世界経済にとって重要であることを学
びます。

海洋の健全さが思っていた以上にリスクにさらされていることを学びます。これは、さまざ
まなプレッシャーが積み重なり、急速で予測不可能な海洋生態系の変化を引き起こしてい
るためです。

しかし、重要な点として、海洋には人類と地球が必要とする緊急の解決策が存在すること
も学びます。魚と海産物の生産が増えれば、増加する人口に対して環境に優しいタンパク
質を豊富に提供できる可能性があります。洋上風力発電によるクリーンエネルギーは、 
世界消費量の何倍ものエネルギーを生み出す可能性があります。マングローブと海藻は、
食糧、燃料、繊維として利用できると同時に、気候変動の影響を緩和し、生物多様性を後
押しする可能性があります。海洋生物の遺伝子資源は、健康と疾病対策に役立つ可能性
があります。

次のことを覚えておきましょう。

海洋からの生産を高めることは可能なことであると同時に必要なことでもあります。私た
ちはそれを、気候変動の影響を緩和し、生物多様性を保全し、海洋の健全さを取り戻し、
皆が恩恵を受ける方法で行う必要があります。保護を高めることによって、生産を高める 
ことができます。本報告書によってその可能性を信じることができるようになります。しかし
同時に本報告書は海洋に関する政策と管理について全面的に見直す必要があることも教
えてくれます。

海洋管理には、保護、生産、繁栄というビジョンを達成するため、一体的な方法でアプロー
チする必要があります。海洋の100%を持続可能な方法で管理する包括的なアプローチが
必要です。

本報告書は、多岐にわたる「ブルーペーパー」と「特別報告書」に基づいており、オーシャ
ンパネルの協議のために情報提供を依頼された専門家の皆様によって作成されました。
豊富な知識を収めたこのすばらしい報告書を作成してくださった世界各地の250人を超え
る専門家の皆様に感謝の意を表します。

オーシャンパネルの共同議長として私たちは、持続可能性のある海洋管理と本報告書が
提唱する条件を満たす革新的な政策にコミットする14人の大統領と首相の熱意を結集し
ています。それは海洋を保護し、海洋からの生産を高め、海洋によって繁栄することです。

アーナ・ソールベルグ 
ノルウェー首相  

トミー・レメンゲサウ Jr.
パラオ大統領
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新たな海洋情報
オーシャンパネルを構成する各国は共同でこの大胆な取り組みに着手しており、
2030年を期限とする国連の持続可能な開発目標の達成を目指しています。さらに
多くの世界リーダーや国民に参加を呼びかけます。何十億という人々が海洋に個
人的なつながりを持っています。沿岸地域のコミュニティーに住む多くの人にとっ
て、海洋は食糧と生活の糧の源であるだけでなく、その文化と伝統に深く組み込
まれています。海洋によって生計を立てている何百万という人々にとって、海洋は
収入源であり、生活様式でもあります1。沿岸から150キロメートル以内に住む世界
人口の40%だけでなく、沿岸を訪れる何億人という人々にとって、海洋は生活の
中心なのです。海洋は地球に住むすべての人の生活に不可欠でありながら普段は
気づかれない役割を果たしています。実際、海洋なしには呼吸することすら不可能
です。これは海洋が地球の酸素の半分を生成しているためです2。

海洋は、膨大な経済的資産でもあります。世界の商品の約90%が、海洋を越えて
取引されています3。数億人が漁業や養殖、海運、港湾、観光、オフショアのエネル
ギー、医薬品、化粧品に従事しており、これらすべてが海洋資源に依存していま
す4。推定によれば、海洋経済は世界経済に、1年で1.5兆ドル以上直接に寄与して
います5。

この重要な資源を危機にさらすことは無謀であるにも関わらず、世界は海洋を注
意深く扱ってきませんでした。劣悪な管理により海洋資産の多くが損なわれ、海洋
の自然回復力が低下しています。海洋の健全さは低下の一途を辿っており、健全
な海洋が生み出すことが可能な富を人類が手にすることを妨げ、未来を危うくし
ています。海洋の温度と酸性度、海面は上昇しており、暴風雨が発生しやすくなっ
ており、酸素が欠乏し、予測が付きにくくなり回復力が低下しており、海洋が直面し
ている問題と海洋が生み出す富は公平に分配されなくなっています。

気候変動は、脆弱で社会から取り残された人々に不当に大きな影響を与えてお
り、彼らの多くは栄養とアイデンティティ、収入において海洋に依存しています。海
洋の温度上昇と海面の上昇と戦う中で、こうした人々は、漁具を変更したり遠くに
移動して魚を捕ったり、生活のためのその他の糧を求めることができずに、漁業資
源の減少と変化に直面することが多くなっています。

ここ数年、全体として海洋は大きすぎるため、損なわれることはないと見られてい
ました。現在こうしたアプローチが全く間違っていることは明らかです。問題は非
常に複雑で、海洋は問題解決には大きすぎるというのが、新たな支配的な考えで
す。こうした見解も正しくありません。海洋の問題は現実のものですが、解決のた
めの行動はすでに行われています。
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新たな考え方により、持続可能な海洋経済の扉が開かれる非常に大きな可能性が
あります。このアプローチでは、経済開発と環境保護の二者択一という誤った選択
は行いません。破壊を最小限に抑えるという「保全哲学」や海洋から得られる資源
を最大にするという「抽出アプローチ」とは対照的に、新たなアプローチでは、効
果的な保護（e�ective protection）と持続可能な生産（sustainable production）、
公平な繁栄（equitable prosperity）という「3つのP」の統合の実現を目指します。
このアプローチは、海洋に手を付けないということではありません。人々がより多く
の富を有し、より健康に暮らし、自然が繁栄し、資源がより公平に分配されるより豊
かな将来の構築に寄与するため、人々の活動を積極的に管理し、海洋を使い尽く
すのではなく賢明に利用するということです。

新たなビジョンを実現するには、分野ごとのアプローチではなく、次の5つの施策
に基づく統合されたアプローチが必要です。

 � データを活用して意思決定を推進する

 � 目標志向の海洋計画を行う

 � 資金調達のリスクを減らし、イノベーションを活用して投資を募る

 � 陸上由来の汚染を止める

 � 海洋勘定を変更し、海洋の真の価値を反映できるようにする

これらの施策を実施することで、特定のセクターや場所だけではなく、海洋経済全
体を変えることができます。時間とともに、持続可能な海洋管理により、海洋で現
在の6倍の食糧を生産し、40倍の再生可能エネルギーを生み出し、6パリ協定の目
標で定められた、2050年までの世界の気温上昇を1.5°C以内に抑えるのに必要な
温暖化ガス排出削減の1/5に貢献し7、何百万という人々を貧困から救い出し、公
平性と性別のバランスを改善し、経済、環境面の回復力を高め、将来の産業を構
築し、二酸化炭素排出量の少ない燃料を提供し、陸上での活動を養うことが可能
になります。

持続可能な海洋経済への投資は、海洋にとって良いということにとどまりません。
非常に優れた事業提案となります。洋上風力発電、海洋由来の持続可能な食糧生
産、国際海運の脱炭素化、マングローブの保全と修復という4つの持続可能な海
洋由来の解決策に、2.8兆ドルを投資すると、2050年までに15.5兆ドルの純利益が
得られ、利益とコストの比率は5:1以上となると考えられています8。

海洋は極めて大きく、世界経済および世界の人々の生活における役割は非常に
根本的なものであるため、持続可能な海洋経済を作成するのにどこから手を付け
たらよいか分からない場合があります。幸い、十分な規模ではありませんが、現実
的な解決策がすでに実行されています。こうした取り組みにより、はるかに大きな
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規模で進歩を実現し、今後10年間および長期的に大いなる繁栄を実現するという
軌道に世界を乗せることが可能になります。こうしたアプローチでは、海洋の直接
の利用者（漁民、船荷主、エネルギー生産者、海岸の愛好家など）ならびに政策担
当者、政府、企業などを含む関係者が、新たなパラダイムを認め、協力して、海洋
を健康で生産的にするという同じ目標を達成するという哲学を包含しています。

期待の持てる取り組みとしては、地域社会に権限を与えることや、経済と保護の
結果を整合させるための誘因を変更することがあります。一例としてフィリピンで
は、漁村社会に特定の区域で漁を行う明確で排他的な権利を認めるネットワーク
が作られています。「自らの」漁業区域と保護水域を管理するよう組織された地域
社会では、漁船と漁民が登録され、漁獲量が記録され、規制が尊重され、漁民が
管理に参加します。持続可能性を活用することで、参加する地域社会では食糧が
増え経済的安定性が高まり、新たな市場にアクセスし、資金源を獲得したことで、
海洋を保護しつつも自身の生活状況を改善しました。類似の世界的なトレンドも
生まれつつあります。オープンデータネットワークにより、違法な漁船の追跡と探
知が容易になっています。政府はプラスチック汚染に取り組み始めており、資本家
は海洋への投資の価値を認識し始めています。

妥当な規模で実行可能な実践的な解決策ならびに高いレベルのアクションにより、
効果的な保護（e�ective protection）と持続可能な生産（sustainable production）、
公平な繁栄（equitable prosperity）という「3つのP」で裏打ちされた、持続可能
な海洋経済を作ることが可能になります。これを実行するには、最上位を含むすべ
てのレベルでの政治的な意思が必要です。

海洋は、大きすぎて失敗できないものではなく、問題を解決するには大きすぎると
いうこともありませんが、無視するには大きすぎます。海洋について学ぶほど、人々
の健康や富、福祉を改善するのに海洋がその中心的役割を担うことが分かります。
気候変動や食糧安全保障を含む、人類が直面する喫緊の課題に対する答えは、海
洋にあります。今こそ、海洋を犠牲者として考えずに、全世界の課題に対する解決
策に不可欠な一部として考えるようにする時です。持続可能な海洋と持続可能な
未来を実現するため今行動を起こす、新たな協力関係を作り出す必要があります。
海洋保護と生産の二者択一ではありません。その両方を行うことで、健康で繁栄
する未来を築くことができます。
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Executive Summary

世界と人々の健康、富、福祉は海洋に依存 
海洋を健全な状態に保つことは、世界における健康の改善、すべての人にとっての世界の
繁栄、女性や取り残されたグループを含むあらゆる人々の機会の拡大、海洋から離れて暮
らす人を含む全人類にとって住みやすい世界の構築に必要不可欠です。持続可能な海洋
経済は当然、漁業や船舶輸送といった従来の海洋セクターにとっても重要です。しかし、そ
の価値が影響を及ぼすのは、海から直接的な収入を得ている人々の生活だけではありま
せん。世界経済は密接に関連しているため、海洋で起こることはフィジーの漁師のみなら
ず、ジンバブエの農業従事者にも影響を与えます。たとえば、ジンバブエの農業従事者が
使用する輸入道具はコンテナ船によってアフリカに運ばれてきた可能性があり、空気の質
や気候は海洋で起こっていることに影響を受けるのです。

海洋は生命にさまざまな恩恵を与えますが、その多くは見落とされがちです。

 � この惑星を住みやすい場所にし、気候変動の影響の管理においても重要な役割を
果たしています。海洋は地球の酸素の半分を生成し、世界の人工排熱の93%を吸収
し、北極・南極と赤道の温度差を減少させることで地球の温度を調節します9。海洋
が地球の気候を調整していなければ、より多くの二酸化炭素が大気中に留まり、世
界の気候変動は悪化していたでしょう10。

 � 世界経済と何百万という人々の暮らしは、海洋に依存しているのです。現代の世界
経済は海洋なしでは存在しません。国際貿易財の約90%が船によって輸送されて
います11。海洋経済による世界経済への直接的な貢献額は、1.5兆ドルだと推測され
ています12。海洋食品セクターだけでも、漁業、海中養殖、加工など、2億3,700万も
の仕事を生み出しています13。また、何百万という人々が、海運業、港、エネルギー、
観光業を含むその他の海洋セクターに従事しています。海洋経済に間接的に関わる
仕事も多く存在します。

 � 海洋は何十億もの人々に栄養豊かな食糧を提供しますが、生産に必要とされる環境
フットプリントは陸上の食糧生産よりずっと少ないのです。30億以上の人々が、タン
パク質と、オメガ3脂肪酸やヨウ素などの主要な栄養素の源として海洋由来の食糧
を摂取しています14。

 � マングローブなどの沿岸の生息環境は、何億という人々を守り、生物多様性を育み、
陸地から漂ってくる汚染物質を中和し、漁業に魚の生育場を提供することで、食糧の
供給量を増やし、生活の場を作り上げています。また、収益源でもあります。サンゴ
だけでも、世界の観光に1年あたり115億ドル貢献しており、100以上の国がこの恩恵
を受け、地域の人々の食品や暮らしの糧となっています15。

 � 海洋は驚異の念、癒し、自然界とのつながりをもたらし、何十億という沿岸に住まう
人々の文化的および精神的な暮らしと密接に関連しています。また、1年あたり何
百万という人々が海を訪れ、楽しい時間を過ごします16。

 � 海洋には未知の宝物が眠っている可能性があります。知られているメリットだけで
はなく、まだ発見されていない医薬などの資源や新たな知識が存在する場合があり
ます。
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潜在力は極めて大きいが、海洋は問題を抱えています 
人によるストレス要因がほぼすべての海洋に影響を与えており、海洋が地球上の人の生活
を維持することが難しくなっています。気候変動や乱獲、生息環境の破壊、生物多様性の
喪失、富栄養化、汚染、その他の問題により、海洋の健全さが損なわれています。

 � 気候変動と温暖化ガス排出は、海洋に多重的な影響を及ぼしています。海洋の温
度と酸性度は上昇しており、海洋の食物連鎖の上から下まで、植物と動物へのプ
レッシャーが高まっています。海洋の温度上昇は、海流や層化、酸素含有量、海水位
に影響を与えています。2100年までに、6億3,000万人が、気候変動による沿岸洪水
に見舞われる可能性があります17。海水位の上昇は、土地の水没や土地、地下水の
塩害、海岸の浸食により、農業にも影響を与えます。観光インフラと海岸も浸食され
水没すると見られています。一例としてカリブ海地域では、海水位が1メートル上昇
すると、リゾートの60%が危機に瀕し、21の空港が損害を被り、35の港が激しい洪水
に見舞われると予想されます18。この地域のリゾートの再建だけでも、2050年に100
～230億ドルが必要になると予想されます19。

 � 生息環境は破壊されつつあり、生物多様性は減りつつあり、種の分布が変わりつつ
あります。これらすべてにより、海洋生態系がもたらす利益が減少します。沿岸の生
息環境は、危機的な速度で消失しつつあります。全世界のマングローブ生育面積は、
1980年から2000年の間に25～35%減少しましたが、その主な理由は土地開発およ
び持続可能でない養殖池と水田への転換でした20。沿岸の生息環境と珊瑚礁の喪
失により、自然の海岸保護が失われつつあり、沿岸の100年洪水地帯に暮らす1～3
億人が、増加する洪水と台風の危険に晒されています21。珊瑚礁は海水温が2°C上
昇するとほぼすべてなくなり、海洋の温度上昇と乱獲、富栄養化の相乗的な作用の
結果、急速に減少しています22。外洋の生物多様性は過去50年で最大50%減少し23、
異なる種が相対的に増えたことで、低酸素状態への耐性が高い、微生物やクラゲ、
一部のイカなどの種が有利になっています24。

 � プラスチックやその他の陸地からの汚染物質、船舶からの排出物が、海洋を汚染し
ます。「汚染に対する解決策は希釈である」と一般的に考えられているため、海洋は
長きにわたり、下水や栄養分の多い排水、重金属、放射性廃棄物、難分解性毒物、
医薬品、化粧品、その他の有害品の捨て場として使用されてきました。すべての海洋
汚染の80%以上は、陸からのものです25。数百万トンのプラスチックが毎年海洋に投
棄され、少なくとも700種の海洋生物が絡まり窒息し汚染されています26。船舶から
の未処理のバラスト水が外国の港で排出され、特定外来生物の潜在的な主たる由
来の1つとなっています27。

 � 乱獲により漁業資源が減少し、天然の生物に危害が及んでいます。海洋の多くの港
での漁業を特徴付ける「海洋公共財のオープンアクセスの悲劇」とは、生態系全体
の健全性と生産性を犠牲にして、あまりに多くの漁船が少なすぎる魚を求めるとい
うことです。こうした傾向は、漁船団の漁獲量を増やす補助金と、違法・無報告・ 
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無規制な（IUU）漁業によりさらに強まり、漁業は海洋脊椎動物（鳥類を除く）の絶滅
リスクの筆頭となっています。28。乱獲が続けば、年間の漁獲量は2050年までに
16%以上減少し、世界の食糧安全保障が脅かされると予想されています29。

乱獲や汚染などのストレス要因は、単一でも環境に多大なダメージを与えてうるものです。
そしてこれらのストレス要因が複数同時に重なり合うと事態はより深刻になり、生態系に
重大な影響を及ぼすことになります。これらの問題に対策を講じなければ、2050年には世
界経済に年間4,000億ドルを上回る損害をもたらします。そして2100年には、年間の損害
額は2兆ドルにまで達する可能性もあります30。

海洋を取り巻く問題、そして世界的な気候変動の影響と向き合わなければ、すべての人々
にとって悪い結果を招くことになります。残念なことにそのしわ寄せは、女性などを含む、
恵まれない、過小評価グループに属する人たちに行く傾向にあります。これらの人たちは、
食糧や生活の不安、海面上昇に対して最も脆弱な人たちです。そして彼らはまた、人身売
買や密入国、奴隷労働や借金による束縛など、海洋上で起きる犯罪や人権侵害の被害を
最も受けやすい人たちでもあります。

海洋との関わり方を変える — 健全な海洋と持続可能な 
海洋経済を可能にするものへ 
持続可能な海洋経済は、3Pと呼ばれる3つの共通の目標、効果的な保護（Protection）、
持続可能な生産（Production）および公平な繁栄（Prosperity）に向けて、多様な関係者
と協力し合うものです。従来の環境破壊を最低限に抑えることに基づいた保全理念や富を
築くための海洋利用・資源開発とは全く異なります。この新たなパラダイムでは、3Pのそれ
ぞれの要素が相互作用しあうバランスの取れた統合型海洋管理に基づいた海洋利用を推進
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します。海洋再生を促す仕組みを取り入れた持続可能な生産（持続可能で気候に対応でき
る、生態系ベースの漁業管理、海藻の養殖など）を行うとともに、完全に保護された海洋
保護区を設けるなどの措置をとれば、海洋の健全さを取り戻すことができます。これによっ
て、自然、人、そして経済のすべてにおいて有益な結果がもたらされます。より多くの利益
を生み出し、それが平等に分配される世界へと生まれ変わるのです（図ES.1）。

20%の温室効果ガス
排出削減 

世界の平均気温上昇を
1.5°C以内に保つために必要

完全に保護された
30%の海洋保護区

は生息環境と生物多様性
を修復／保護

1,200万 
2030年までに

創出される新規雇用

6倍以上
2050年までに
増やす持続可能な
海産物

40倍以上 
2050年までに増やす
再生可能エネルギー

15.5兆ドル 
2050年までに得られる
持続可能な海洋投資から
得られる純便益

効
果

的
な

保

護
持続可
能

な
生

産

公平な繁栄

持続可能な
海洋経済

図ES.1. 持続可能な海洋経済が人々、自然、経済にもたらす3つのメリット  

出典：執筆者、次の出典から引用：OECD。2016年。2030年の海洋経済。科学・技術・イノベーション理事会政策ノート、4月。https://
www.oecd.org/futures/Policy-Note-Ocean-Economy.pdf; Konar, M.および H. Ding。2020年。「2050年に向けた持続可能な海洋経
済：利益とコストの算定」 Washington, DC: World Resources Institute。https://www.oceanpanel.org/Economicanalysis; Costello, 
C.、L. Cao、S. Gelcich他。2019年。「海からの食糧の未来」 Washington, DC: World Resources Institute. https://www.oceanpanel.
org/blue-papers/future-food-sea; Hoegh-Guldberg, O.、他。2019年。「気候変動への解決策としての海洋：気候変動対策の5つの機
会」 Washington, DC: World Resources Institute. https://oceanpanel.org/sites/default/files/2019-10/HLP_Report_Ocean_
Solution_Climate_Change_final.pdf。

https://www.oceanpanel.org/Economicanalysis
https://oceanpanel.org/sites/default/files/2019-10/HLP_Report_Ocean_Solution_Climate_Change_final.pdf
https://oceanpanel.org/sites/default/files/2019-10/HLP_Report_Ocean_Solution_Climate_Change_final.pdf
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効果的な保護（Protection）
海洋保護とは、海洋に手を加えず放っておくことではありません。海洋上での人類の活動
を上手に管理することで、生物多様性や貴重な生息環境を保護し、海洋が持続的により多
くの利益をもたせるよう促し、海洋に関連した文化や精神的価値観を存続させることです。
一部の区域では、健全な生態系を取り戻すために、人類の海洋上での活動規模を大幅に
縮小したり、あるいは禁止したりする措置が必要となります。しかしそれ以外のほとんどの
地域では、持続可能性に配慮した行動をとれば、十分な量の生産を確保し、海洋を健全に
保つことができます。

海洋資源の利用をやめる必要はないのです。健全な海洋を取り戻し、維持することが、海
洋から利益を得て、海洋ならではの資源を有効活用する最善の方法なのです。この新しい
考え方は、段階的な改善策から生態系に基づいた統合型管理への移行や、国内総生産
（GDP）だけに焦点を絞ったものから金銭的な価値にとらわれない総合的な海洋資源の捉
え方への移行にも反映されています。

持続可能な海洋経済は、二酸化炭素の排出量を減らし、海洋環境を保護します。
オーシャンパネルが委託した研究によれば、海洋上の活動を管理することにより、パリ協
定で策定された2030年までに二酸化炭素換算値で40億トン、2050年までに110億トンの
温室効果ガスの排出を削減する目標の5分の1の削減に貢献できることが判明しました31。
この規模の排出削減量は世界中のすべての石炭火力発電所、または25億台の車からの年
間排出量の削減に相当します。

海岸の生息環境を保護し、海洋の生物多様性を維持することで、人類の生き残りを左右す
る海洋の生態系サービスを保護できます。 
保護され健全さを取り戻した海洋は、風水害や海面上昇などの影響から人々を守り、被害
や復興に必要な経済的なコストを軽減してくれます。例えば、健全なサンゴ礁は、波のエネ
ルギーを最大で97%も減少させることで知られています。つまり健全なサンゴ礁は、1億人
にも上る海岸地域の住民たちを風被害から守ることができるのです32。またマングローブは
波の高さを減少させることで知られ、沿岸地域の浸水被害を軽減し、生物多様性に貢献し
ます。採取活動や破壊的活動が禁止されている海洋保護区（MPA）は、生物多様性の回復
を促し、保護します。また、気候変動を緩和させる効果（底引き網漁により炭素堆積物がか
き乱され、二酸化炭素が放出されるのを防ぐため）や、MPA区域で増えた漁業資源が境界
を越えて周りの海へと広がる効果も期待されます33。

海洋を汚染物質から守る取り組みは、陸上での汚染物質や廃棄物の管理体制を改善する
動きへとつながる可能性を秘めています。
なぜなら、海洋汚染の問題は、陸上での活動に起因しているからです。プラスチック、そし
て薬剤や栄養剤などプラスチック以外の廃棄物が海洋に流出するのは、陸上での処理体
制が不十分なためです。汚染物質の海洋流出を阻止する最も有効な方法は、汚染物質の
陸上での発生場所を特定することです。循環経済、すなわち製品寿命が尽きた際、その資
源が価値を損なうことなく効率的に回収され、再利用される経済に移行することができれ
ば、海洋経済にも大きなメリットとなるでしょう。海洋のデッドゾーンの拡大を防ぐための
農業規制も重要となります。農家がきちんと管理された体制で農業を行えば、農薬の流出
は減り、土壌の改善、そして河川の水質向上につながります。



6 |   持続可能な海洋経済を実現するためのハイレベル委員会

Executive Summary

持続可能な生産（Production）
海洋は、効率的に管理すれば、より持続的に、より多くの資源を生み出すことができます。
持続可能な海洋経済への移行は、海洋生態系への負担を増やすことなく、より多くの食糧
とエネルギーの生産を可能にし、漁業分野に携わる何十億もの人たちの職環境を改善し
ます。

海洋から採取する食糧の量は大幅に増加し、2050年までに100億人近くの人に安定的に
食糧を提供できるほどになります。
この海洋の持続的に食糧を生産するすさまじい能力は、十分に理解されていないと言える
でしょう。持続可能性に配慮した管理体制を導入することで、環境への負担を増やすことな
く、海洋の生産性を現在の6倍まで増やすことができます34。

現状の多くの漁業は、経済的にも、生態学的にも最善の状態とは言えません。少ない魚を
多くの漁船が追い、目先のことだけを考えた破壊的なものばかりです。不適切な漁業方法
により、多くの海洋資源が失われています。そして漁獲対象ではない種まで、意図せず多く
漁獲されています。現状が続けば、2050年までに漁獲高は現在より16%ほど下がると予想
されています35。現在無駄に漁獲されてしまっている資源を、もし最大持続可能漁獲量に基
づいて漁獲することができれば、生産量は現在と比較して20%、従来通りの漁業を続行し
た際に予想される漁獲量と比較して40%の増加が見込まれます36。

この栽培漁業の話はさらに期待が持てます。養殖場が周囲の生態系に悪影響を及ぼすこ
とを避け、天然魚を原料としない飼料を使用すれば、魚の養殖を拡大させる可能性は広が
ります。餌付けをしない養殖にも大きな期待を寄せられています。二枚貝（牡蠣やムール
貝など）や海藻は、海洋環境へ悪影響をほとんど与えずに、栄養価の高い食糧や飼料の生
産を大幅に増加させることができます。場合によっては、このような種類の養殖は、人工的
な生息環境や魚の生育場を作ることで、実際に天然魚の漁業を強化することができます。

現在、魚や海産食品の約35%がバリューチェーンの中で廃棄されています。この無駄を減
らすことで、生産量の増加を行うことなく消費量を増大させることができます37。

海洋は、クリーンかつ再生可能なエネルギーを事実上無限に供給することができます。
洋上風力発電タービンは、現在の世界の総電力消費量の23倍の電力を生み出す可能性
があります38。その他にも、波や潮流、塩分や温度の勾配、浮上式太陽光発電パネルなど、
海洋を利用した再生可能エネルギーの可能性がありますが、これらはまだ発展途上にあ
ります。

海洋への投資は、費用対効果が高いものです。 
マングローブの保全と修復、国際海運の脱炭素化、海洋由来の持続可能な食糧生産、洋上
風力発電という4つの持続可能な海洋由来の解決策に、今2.8兆ドルを投資すると、2050年
までに15.5兆ドルの純利益が得られると考えられています39。4つの介入はすべて、高い費用
便益比を有しています（図ES2）。
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公平な繁栄 
管理がなされていないままでは、海洋経済の成長は経済的な不公平を増長する可能性が
あります。強力なエリートの現職者たちが海洋の恩恵を享受している一方で、脆弱で阻害
されたグループが経済的影響、社会的影響、そして文化的な影響にますます曝されるよう
になるからです。

不平等は現在の海洋経済の構造的な特徴です。例えば、世界で正規社員として従事して
いる海事労働者のうち女性はわずか2%です40。貧しく、脆弱で限界的な社会は、世界的な
気候変動の最も酷い影響に耐えており、今後も耐え続けることになります。持続可能な海
洋経済は、より大きな豊かさを生み出すだけでなく、資源がより均等に分配され、すべての
海洋利用者が重要な意思決定において発言を行う機会を持つ世界を生み出すことになり
ます。

持続可能な持続可能な海洋経済は、新たな職やより良い職を創出します。
一部の推定では、1,200万人の純雇用を創出することができると言われています41。一部の
セクター、特に漁業では、雇用を削減する必要があります。漁業資源のより小容量で持続
可能な管理への移行をコントロールするためには、支援スキームが必要となります。

その他のセクターは著しく成長していきます。エンジニアリング、情報技術、応用科学、そし
て関連分野で数千の新規雇用が創出されます。養殖業や洋上風力発電に携わる仕事が 
急増し、海上貨物量の増加や港湾の拡大で数百万人の雇用の創出が見込まれています。
この拡大が海洋の健全性を犠牲にすることなく行われるようにするためには、海運の脱炭
素化が重要になります。

費用便益比（平均）
0:1 10:15:1

マングローブの保全と修復

純便益
（平均、米ドル）

合計 15.5兆ドル

洋上風力発電
エネルギー生産

国際海運の脱炭素化

海洋に基づく食品生産

0.2兆ドル

5.1兆ドル

6.7兆ドル

3.5兆ドル

3:1  

4:1  

10:1

12:1

図ES.2. 持続可能な海洋由来の介入には高い便益費用比率があり、 
何兆ドルにもおよび便益を生む可能性がある

注：平均便益費用比率（B-C）は最も近い整数に四捨五入、純便益価値は小数第1位に四捨五入。マングローブのB-C比率は、保全に
よる介入と回復による介入の組み合わせ。平均純便益は、投資の平均純現在価値を示し、30年の期間（2020年～2050年）で計算され
ています。

出典：Konar, M.およびH. Ding。2020年。「2050年に向けた持続可能な海洋経済：利益とコストの算定」 Washington, DC: World 
Resources Institute。http://www.oceanpanel.org/climate。

https://www.oceanpanel.org/Economicanalysis
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この新しい議題は、地元の漁師たちに権限を与えていくことになります。
何百万人もの小規模の漁師たちの漁獲量は、以前と比べるとはるかに減ってきています。
その理由の一部には、海洋の多くを占めるオープンアクセス漁場モデルによって乱獲につ
ながっていることが挙げられます。より良く管理されたアプローチがあれば、多くの漁師た
ちに多大な利益をもたらすでしょう。

漁師たちの資源を持続的に管理する代わりに、漁師たちにアクセス権を与えることで彼ら
に力を持たせることは、持続可能な海洋経済の1つの手段です。そうすることで効果が得ら
れることはすでに証明されています。例えば、チリが創設した領海利用権漁業（TURF）で
は、小規模漁業での漁獲量が工業漁獲量を上回り、対象種の生物量とサイズが拡大して
います42。同様のアプローチが多くの漁業で大成功を収めており、枯渇した漁業を復活さ
せ、繁栄させることを可能にしています43。

国際的な協力と透明性の高いサプライチェーンによって、海上犯罪を大幅に削減させる可
能性があります。
IUU漁業は世界の漁獲量の20%を占めると推定されています（一部地域では最大で50%
に達する）44。また、違法漁業は、労働や人権の侵害、マネーロンダリング、脱税など、海上
での他の種類の犯罪の指標になることも多々あります。

持続可能な行動をとることは、海洋の文化的重要性を維持するのに役立つでしょう。
海洋は経済的な豊かさの源だけには留まりません。海洋には、何十億人もの人々の精神
的な価値、文化的な価値、そして娯楽的な価値も兼ね備えています45。多くの先住民にとっ
て、海洋は彼らの文化の重要な側面です。未開の海洋地域や文化的に重要な海洋地域（聖
地、歴史的難破船、海墓など）を保全するには、海洋保護区の適切な設置や、その他の効
果的な地域ベースに対して保全対策を講じることなどで支援することができます。

海洋は世界経済の新型コロナウイルスによる不況からの大規模な 
回復への鍵を握っているはずです。
新型コロナウイルスは海洋経済における経済活動を一時的に停止させ、観光、漁業、水産
養殖、海運の収入や収益に多大な損失を与え、海洋の健全性に悪影響を及ぼし、ジェン
ダーや所得の不平等性を悪化させています。この混乱は、影響を波及させ、相関させてしま
います。例えば、観光業の衰退により、一部の地域社会は、食糧源を確保するために非持続
可能な漁業への復活を強いられ、沿岸の漁業やサンゴ礁にプレッシャーをかけています。

新型コロナウイルスによる不況からの大規模な回復において目的の鍵となるのは、単に
環境悪化の古いパターンを元に戻すのではなく、より持続可能で回復力のある未来を創造
することで、経済活動を回復させることにあります。海洋経済はこの過程で重要な役割を
担うことができます。沿岸・海洋生態系の修復と保護、下水と廃棄物のインフラ、持続可能
な無水養殖、排出量ゼロの海上輸送、持続可能な海洋由来の再生可能エネルギーの5つ
の分野に対する投資を行うことで、雇用を創出し、短期的には経済成長に拍車をかけるこ
とが可能です46。

今後数か月から数年の間に行われる投資では、世界経済の性質とショックからの回復力
に長期的な影響を与えます。大量の排出、高い汚染、不公平な経路に閉じ込められ、再生
可能で持続可能な未来を締め出すことを避けるには、今こそが努力する時です。より強く、
より公平で、より回復力があり、持続可能な海洋経済をリセットし、再構築するこの機会を
逃すべきではありません。
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課題は大きい、しかし現実的なアクションアジェンダは 
それを満たすための解決策を提供する
効果的な保護、持続可能な生産、そして公平な繁栄が手を取り合う世界は実現できます。
しかし、企業がいつも通り継続していけば、そうはならないでしょう。行動を起こすことなし
では、海洋計画はほとんどその場しのぎのものとなり、魚類資源は減少し続け、陸上の汚
染者は海を液体の捨て場として利用し続けることになるでしょう。

現在および今後30年間に行われる政治的およびビジネス上の決定は、こうした軌道を変
える可能性があります。行動を起こすことで、より体系的で、生態系に基づいた、包括的な
空間計画が規範となるでしょう。特定の海洋資源へのアクセス権が明確化され、資源をめ
ぐる紛争が解消し、海洋の豊かさが公平に分配されるようになります。天然魚の資源が回
復し、持続可能な養殖が大幅に増加することで、数十億もの人々に栄養価の高い食糧が
提供され、食糧安全保障が確保されるでしょう。汚染者による海洋汚染能力は、それを制
限する法的および政治的措置の対象となると思われます。

図ES.3. 5つの施策が持続可能な海洋経済の創出のカギ 

出典：執筆者。
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健全な海を維持するには、多くの分野と複数のセクターで行動する 
ことが必要となります。
効果的に保護し、持続可能な生産を実現し、公平な繁栄を可能にすることが、科学に裏打
ちされた刺激的で実現可能なビジョンです。持続可能な海洋経済への移行には、インセン
ティブを再調整し、海洋の使用および管理の方法を徹底的に改革し、さらに海洋の健全さ
を高める取り組みに注力する海洋利用者に力を与えることが必要となります。

政府と企業は、新型コロナウイルスによる影響が後退した後に雇用を創出する海洋由来
の再生可能エネルギーの支援から、エコツーリズムの支援、さらには汚染物質の禁止に至
るまで、海洋セクターを改善するための数百通りに上るセクター固有の行動を取ることが
できます。こうした取り組みは重要ですが、基本を正しく理解しなければ、海洋システム全
体を望ましい持続可能なモデルに変革することできません。持続可能な海洋経済のため
の基本となるのが、以下の5つの施策です（図ES.3）。これらの施策を実施することが、さま
ざまな海洋セクターで幅広い変化を起こすための条件です。こうした基本的な取り組みを
行うことで、セクター固有の改革、技術革新、研究を実行し、さらに加速させることができ
ます。

データに基づく意思決定を行う。
開かれたアクセスプラットフォームでデータを検知／シミュレーション／予測／追
跡／管理／共有する技術が海洋経済を変革する可能性があります。海洋関連の

権利と契約を登録し、権利に基づく管理を容易にするために、新しい技術を使用すること
が可能となっています。47。サプライチェーンを通じて製品を追跡することで、ブランドは 
持続可能な慣行を受け入れやすくなり、小規模生産者はグローバルなサプライチェーンと
より容易につながることができます。適応対象を、漁場と漁獲枠の管理、出荷量の調整、 
絶滅危惧種の混獲回避に役立てることも可能です。近い将来には、すべての船舶の航行、
船舶による海上ビジネスが、公開された情報になるでしょう。違法に操業する漁師、汚染
者、密輸業者、労働法違反者などの法律違反者は文字通り管轄局のレーダーで捕捉され、
逮捕されることになります。

こうした技術の一部は、限定的な規模ですでに活用されています。例えばPOSEIDONモデ
ルは、漁業政策、漁船団、海洋生態系の間で構成されるフィードバックループをシミュレー
トし、複数の代替的な政策の比較を可能にします48。

一方で、科学とデータの力を十分に活用することを阻む障壁があります。まず、ほとんどの
センサーが特定の狭い科学的使用目的に合わせた特注品となっており、データの収集には
多額の費用がかかります49。そのため、海洋分野における技術革新の大部分は、政府（公益）
や大規模な商業的利益によって牽引されてきました。

データは、国と企業および学術界の各ドメインがデータに分断される形で保有されていま
す。データへのアクセスが制限されて、データの使用が難しい場合があります。例えば、海
洋管理者向けに設計されたツールの使用に多くの専門知識が必要なため、プログラマー
にしか使用できないことがよくあります。より貧しい国や海洋利用者は、持続可能な慣行を
採用するのに役立つデータにアクセスすることがほとんど、あるいは全くできません。
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主なアクション： こうした障害やその他の障壁を克服するには、さまざまな人と組織によ
る海洋データへの自動的なアクセスを可能にするグローバルなデータネットワークの構築
が必要です。政府は、データの標準規格への対応を義務付け、分散されたデータを共通の
検索可能なデータベースに集約するデータネットワークの構築を支援することで、そうした
流れを主導することができます。政府は、データ共有を、漁業資源であれ、鉱床であれ、沿
岸管理や研究のための資金であれ、公的資源にアクセスするための必須条件とするよう
求めることができます。政府は説明責任を達成または改善するため、漁業、シーフード輸
入、海運業による二酸化炭素排出量、鉱業、沿岸開発および汚染のリアルタイム監視を統
制するテクノロジー・フォーシング規制（現時点で達成できない基準を設定し、将来のある
時点で満たす規制戦略）を優先させることができます。

目標志向の海洋計画に関与する
一部の海洋活動に関する規制をセクターごとに規定する動きは、他のオープンアク
セスモデルと相まって、海洋の健全さが低下する大きな要因となっており、継続する

ことはできません。現在のシステムに欠陥があることは明らかです。オープンアクセス型の
漁業は常に失敗します50。調整されていない海洋開発は、運用の非効率性、使用をめぐる
対立、環境の悪化を引き起こし、将来の生産性を損ないます。規制されていない産業、栄
養剤、および二酸化炭素に関連した汚染は、海洋の化学物質を変化させ、その生態と経済
的可能性に影響を与えています。

海洋セクター間の相互接続性を踏まえると、海洋セクターを個別に管理しても意味があり
ません。生態系に基づく管理、科学に基づく海洋空間計画、統合型海洋管理は、海洋の資
源とサービスのより体系的で公平な管理を促すために使用可能なツールです。一部の地
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域は、科学に基づき、幅広い利害関係者の関与を基礎とする、生態系に基づく管理ツール
をすでに使用しており、健全で回復力のある海洋生態系の実現に注力して、優れた結果を
得ています。例えば中国の厦門では、1994年に統合型海洋管理を導入して以降、海洋部
門からの社会経済的利益が40%改善しています51。

さまざまな障壁が、目標指向の計画の広範な普及を妨げてきました。計画、説明責任、透
明性、法的権利、または海洋保護の基準と慣行は、陸上における同等の基準と慣行よりも
1世紀以上遅れています。その一因は、統合型の計画が保全活動家にとって反企業的な行
動目標を追求する手段となっているとの懸念が企業にあることです。トップダウンの計画プ
ロセスではすべての利用者を関与させることができておらず、その結果、プロセスは非効
率になり、賛同が得られず、実行もできない状況に陥っています。

海洋計画を成功させるには、さまざまな海洋利用者の要件の間のバランスと、海洋のニー
ズと海岸およびその居住者のニーズとのバランスを見いださなければなりません。統合型
海洋計画を導入した国々から寄せられる増加する一方の証拠は、生態系の健全さ、食糧
およびエネルギー安全保障、地域の繁栄、沿岸保護といった行動目標が相互に強化し合
えることを示しています。共通のメリットを理解し、トレードオフを乗り越えるうえでカギを
握るのが、科学的および地域的な知識です。

海洋計画は、地域社会による包摂的で公平なアクセスと提供し、地域社会から認められる
必要があります。地元の漁師にとって従来からの漁場を利用できることは必須であり、文
化的な施設は保護されなければならず、可視性は保全されなければなりません。あらゆる
タイプの海洋利用者の代表者が計画に関与しなければなりません。資源の所有者、借主、
アクセス権所有者には、汚染者や侵入者およびその他の違反者から自らの地位を守るた
めの手段と、信頼性が高くて効果的な法的手段が与えられなければなりません。

主なアクション：明確な目標のある計画を確実に実現するために、各国は、科学に基づき、
地域の状況に適した包括的かつ参加型の過程を用いて、全管轄地域の海洋計画を策定
し、資金提供し、実施する必要があります。これは、保護と生産のバランスを取り、現地利
用者の公平なアクセスと権利を確保するために重要です。

経済リスクを軽減しイノベーションを利用して、投資を動員します。
現在の持続可能な海洋産業、生物多様性、保全への投資は著しく不十分です。海
洋の健全さを取り戻し、それを持続的に維持するには、現在の4倍の投資が必要
です。52

投資はさまざまな理由で制限されています。海洋部門の活動が地球規模の気候変動、汚
染、人類の権利に与える影響などの外部性が、生産者が受けるコストに反映されていない
という事実は、生態学的に持続不可能な企業が繁栄できることを意味します。大規模な産
業漁業船の拡大と化石燃料の採掘を支援する補助金は概して害であり、海洋経済をゆが
めるものです。

持続可能性への投資は長期的計画の場合もあります。例えば、漁業資源を再構築し持続
可能な漁業を行うことは、長期的にはビジネス上の理にかなっていますが、短期から中期
的には費用がかかることもあります。その結果、機会を逃しているのです。各国政府は、移
行課題を軽減するための資源を提供することで問題解決を支援できます。例えば、補助金
を別の目的に使い、乱獲を防ぎ、強力な投資収益率の確保に役立つ漁業改革を実施する
などです。
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主なアクション：持続可能な海洋発展を国家の優先事項として確立している国は、政府系
ファンドや開発金融機関からの投資を呼び込むことが期待できます。国家資金やその他の
公的資金、あるいは慈善基金を通して、民間投資資本のリスクを軽減し、持続可能な漁業
（改革）や観光手数料で賄われるMPAなどの新しい産業やビジネスモデルへの民間投資を
促進することができます。この公的資本と民間資本への傾倒により、開発途上国への投資
増加を促進することができます。ノルウェーが次世代の洋上養殖を支援し、欧州連合が洋
上風力発電を支援するために行ったように、各国政府はまた、初期段階のイノベーション
に助成金やその他の形態の支援を提供することにより、持続可能なベンチャー企業やプロ
ジェクトを活気づけることができます。オフショアエネルギー部門では、政府は低コストイ
ンフラを提供し、固定価格買取制度を設け、持続可能な活動に補助金を提供することによ
り、再生可能エネルギーを支援することができます。また、特に風力エネルギーや大規模養
殖など資本集約的なオフショア投資に対して、規制の確実性を確保し、保険およびオフテ
イク／需要保証を提供することによりリスクを軽減することができます。

陸上由来の汚染を止める
陸に存在する事実上すべての汚染物質は海洋にも存在し、生態系の健康に複合
的で重大な悪影響を及ぼしています。プラスチック、栄養剤（主に窒素とリン）、農
薬と駆虫剤、抗生物質やその他の医薬品、産業化学物質、油やガス、重金属、毒

素、医療廃棄物、電子廃棄物、その他の種類の廃棄物は、汚染者にほとんど経済的影響を
与えることなく海洋に流されています。

こうした物質は、多くの国、特にアジアとアフリカでは廃棄物管理と下水道インフラが不十
分であるため、最終的に海洋に流されるのです。廃棄物収集は、消費者向け製品にはリサ
イクル可能なものが少ないためほとんど利益になりません。

海洋汚染という課題への対処は、その要因が難しいこと（汚染物質の多くについて汚染源
が複数あること）や状況が圧倒的に非対称であることから複雑なものになっています：土
地に由来する手厚く保護された利害が、海洋など保護の薄い共通の資源プールの利害と
衝突すると、負けるのは海洋の側です。

アクションを取っている政府や産業は増加しています。プラスチック袋の使用を禁じると
いった措置は歓迎されるものですが、その効果は十分ではありません。例えば、現在のプ
ラスチックに関する公約では、海洋に流出する年間のプラスチック量は2040年までにたっ
た7%しか削減されません53。

主なアクション：海洋へのプラスチックの流出を止めるために、不要なプラスチックの削
減、材料のリサイクル、廃棄物の安全な処分といった多様でより踏み込んだ解決策が必要
となります。リサイクル材料がバージンプラスチックよりも安価になる必要があります。企
業はプラスチックの使用量をはじめ、リサイクルされた物、リサイクル可能な製品設計、プ
ラスチックの代替物を使用しているかどうかといった点について説明責任を問われるべき
です。廃棄物収集やリサイクルの技術とインフラに多大な投資が必要です。新興国におい
てはそのようなインフラが脆弱であるためなおさらです。根本にある原因に取り組むこと
で、他の汚染物質の削減にもつながる可能性があります。例えば、陸地で精密農業を採用
することが残留肥料の海洋への流出の削減につながります。
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海洋勘定を変更し、海洋の真の価値を反映できるようにする
GDPといった既存の経済指標は、生産が汚染に及ぼす影響や世界的な気候変動
といった外部性を無視したものです。また、天然資源には価値を置かず、便益の

配分のされ方も考慮していません。

海洋由来のセクターから生み出されるGDPだけを測定すると、海洋の真の価値を捉えるこ
とはできず、持続可能ではない慣行を助長することになりかねません。海洋の持つより幅
広い価値を十分に考慮し、意思決定に活用すべきです。これは港湾といったインフラ資産、
魚類個体群やサンゴ礁といった天然資産、収入や健康といった尺度で測れる人々への便
益という指標を含めた総合的な基準に基づくべきものです。

主なアクション：海洋の価値をより正確に測定するために、各国の統計局はその他の機関
と連携し、完全な体系の国家海洋勘定を策定する必要があります。セクターや人の集団を
集約または分解してユーザーがデータを研究できるように、双方向のダッシュボードを作
成するべきです。

このような5つの施策を実施することで、海洋からの持続可能な食糧、海洋からの再生可
能エネルギー、持続可能な観光業など、主要な海洋経済セクターを変えていくことができ
ます。このようなセクターには、政策、技術、金融イノベーション、科学研究という観点から
セクターごとに絞り込んだ行動も必要となりますが、このような施策を実施することで、政
府およびその他の関係者が正しい方向性に向かい、繁栄しかつ持続可能な海洋経済の達
成に向けた基礎が形作られるでしょう。

海洋に対するこの新たな考え方や管理の仕方が広まっている 
政策議題において海洋の重要性が高まっています。特に小島嶼国家などの沿岸国は社会
的に平等で環境的に持続可能な成長を支持しています。市民社会は海洋の減退をますま
す認識するようになっており、海洋保護に向けた政府のアクションを選好するようになって
います。

アクションの議題は野心的なものですが十分に実行可能なものです。変化の基礎作りはす
でに明確な進歩を遂げています：

 � データ革命が始まっています。海洋を監視するためのセンサーや衛星の実装が増加
しています。例えば、ビルジ水の中の侵襲性種や河川デルタの残留肥料に関する
データによって、適応管理の至高の目標ともいえるほぼリアルタイムで対応可能な
情報がもたらされています。船舶追跡、漁業シミュレーション、登録と法執行システ
ムなど、健全な漁業管理のデジタルツールが広く普及しています。

 � 縦割り管理からより統合的な海洋空間計画にシフトした地域も存在しています。例
えば、バルト海沿岸諸国は国境やセクターを越えて、科学に基づいた計画戦略を組
織化した結果、捕食動物や鳥類が戻ってきているだけではなく、漁業資源が回復す
るといった成果を上げています54。
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 � 持続可能な海洋投資も増加しています。最近の調査によると、投資家の72%が持続
可能な海洋経済を投資対象と見なしていることが分かりました55。何千社にも上る
持続可能な海洋に関するベンチャーがあらゆる国から生まれています。

 � 米国、欧州、アジアを合わせると、2010年から2019年の間に、プラスチック包装を制
限する政策や法律が95件採択されました。

 � より総合的な勘定手法を採用する国が増加しています。例えば、中国では総生態系
生産（GEP）を使い、包摂的で環境にやさしい成長への移行を舵取りしています56。

海洋セクターのレベルでも同様のトレンドが見られます。環境にやさしい輸送、栽培漁業
の生態系に対する影響を軽減する新しい技術や慣行の開発、地域社会主導の漁業資源 
回復に向けたプログラムといった新たに生まれる変化に対して産業に支えられた支援が
高まっています。米国における漁業改革といった明るい成功談によって、健全な海洋管理
が同時並行的に漁業資源を回復させ、漁業や沿岸地域に便益をもたらすということが示
されています57。持続可能な海洋経済を達成するためには、現在起きているよりもさらに早
くさらに大きな規模で変化を起こす必要があります。地元レベルや国レベルでのアクション
によって変化を加速させることができます。

目標を絞った行動が前進を加速させる 
巨大な規模の課題で利害関係が大きく絡むものは、迅速かつ効果的に動くことが不可欠
です。すぐに効果を出すことで、持続可能な海洋経済を追求する長期的なメリットを示すこ
とができ、関係者がアクションを取る後押しとなります。この議題をただちに前に進めるた
めの具体的なアクションとして、持続可能な海洋経済水域の策定や国家タスクフォースの
立ち上げが挙げられます。

持続可能な海洋経済水域は、持続可能な海洋経済のメリットを小さな規模で示すことが
できます。
特別経済区域（SEZ）とは、特定の経済活動に対する直接投資を誘致するために政府が指
定する国内の区域のことです。このような区域では通常、賃料、税金、公共料金、インフラ
費用が低く据え置かれ、役所関係の手続きが緩和され、市場金利の投資家に貸付保証が
提供されます。小規模な近接区域のものや、都市全体のものなど、規模はさまざまです。

SEZのコンセプトから得た成功体験を国の排他的経済水域（沿岸国が海洋資源に関して
特別な権利を有する海洋水域）に取り入れると、持続可能な海洋経済の加速の力強いきっ
かけとなるでしょう。持続可能な海洋経済水域（SOEZ）は、体系的な実証やイノベーション
の実験の場となり、インセンティブの検証、結果のモニタリングと適応、リスク管理が可能
となります。このような水域の設計と実施のプロセスにおいて、海洋管理における典型的
な障害（自由なアクセス、計画の欠如、利用と外部性の対立）は、抽象的な政策ではなく
実際のビジネスという文脈から解決することができるでしょう。

SOEZは各国にとって安心できる規模で持続可能な海洋経済を支援し、それを評価するこ
とのできる方法です。SOEZにおいてどのような活動をするかは、生物学的状況、既存の産
業と関係者、地元のニーズなどによって決まってきます（図ES.4）。SOEZを利用してエネル
ギー創出、輸送、大規模栽培漁業を組み合わせた高度技術モデルの誘致や検証を行う地
域もあるでしょう。カーボンファイナンスによる回復、沿岸保護、観光業と漁業の向上を組
み合わせる地域もあるでしょう。
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図ES.4. 持続可能な海洋経済水域は、体系的な実証やイノベーションの実験の場となる

出典：執筆者。

事例3
1,000km²
- 豊富な風力エネルギー
- 海洋の産業化（例：洋上石油／ガスプラットフォーム）
- 近海航路帯

事例1
1,000km²
- 一年中暖かい気温
- 自然海浜
- サンゴ礁
- 観光産業の拡大

事例2
1,000km²
- 河口／塩沼／マングローブ／
   海浜
- 職人的漁業と小規模沿岸養殖
- 新興観光産業

すべての海洋経済水域に対する共通の管理要素

「万能」モデルは存在しません
特定水域における海洋経済活動は、以下の機能として地元で決定する必要があります。

- 地域の生物物理学的特性（気温、自然資産、漁業資源、風の利用可能性など）
- 水域における既存の産業と人間活動
- 持続可能な海洋変革に対する地元関係者の意欲的な取り組み

個々に適した資金調達の
仕組みと保証が公的資金

によって提供されます

恩恵を地域社会と女性に
公平に再分配するために、

科学的な注意が払われます

水域全体は、水域利用者と
共同で策定される計画に

従って管理されます

水域付近の沿岸地域では、
陸上汚染を制限するための

措置が講じられています

センサーの密なネットワーク
により、水域の科学的監視が

可能になります

水域の経済的健全性と持続可能性は、
デジタルダッシュボードによって

制御されます

低地熱帯
農業

以上

以上

持続可能な
職人的漁業

MPA／
非漁獲水域

自然沿岸
インフラの

保護

エコツーリズム

MPA／
非漁獲水域

小規模漁業

以上
洋上風力発電所

洋上
養殖場

水素／アンモニア生産
および

給油プラットフォーム

MPA／
非漁獲水域
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水域内でどのような活動が行われるとしても、すべてのSOEZにはいくつか共通の要素があ
ります。全水域が計画に基づいて管理され、緊密に張り巡らされたセンサーのネットワー
クによって水域の科学的なモニタリングが可能となり、そこからの便益を地域社会と女性
に平等に再配分されるという取り組みが行われるというものです。

国家海洋タスクフォースは、持続可能な海洋経済への移行を加速させることができます。
持続可能な海洋タスクフォースを（海洋）大臣または首脳レベルで立ち上げ、持続可能な
海洋に関する議題を国家的な文脈に順応させる責任を負わせることで、変化を加速でき
る可能性があります。このようなタスクフォースは、複数の重要な機能を果たせるでしょう：

 � 国の排他的経済水域全体について総合的な海洋資源マッピングを実施する。

 � 合理的で効率的な規制プロセスを確保し、空間利用と保護の対立を回避し、主な海
洋システムを維持するという計画を策定する包摂的で参加型のプロセスを支援し促
進する。

 � 財政保証やリスク軽減措置、政策と規制、国際協調など、持続可能な海洋経済に向
けた移行を加速するために必要な措置に対して関係大臣および首脳を招集する。

 � 関係機関、学術機関、市民社会グループと協力し、海洋保護区域やSOEZのネット
ワーク設計をはじめ、陸上由来の汚染物質をコントロールする取り組みといった特
定のイニシアチブを主導する。

国家タスクフォースは、海洋経済が食糧安全保障、国際通商、観光業といった国家の優先
事項に匹敵するものであることを示す方法となり得ます。

海洋は大きすぎてつぶせないものではなく、大きすぎて 
修正できないものでもないが、地球の将来にとっては 
無視するにはあまりにも大きくあまりにも重要なものである。
効果的な海洋保護、持続可能な海洋生産、平等な人類の繁栄といったものは不可分であ
り互換性のあるものです。持続可能な海洋経済にこれらのものを取り込むことで、現在悪
化の道をたどっている海洋の健全さを取り戻し、人にも自然にも前向きな成果を生み出す
ことができます。この3つのPを達成できる土台を固め、主要な海洋セクターを変革していく
ことは簡単ではありませんが、できないことではありません。この点を進めることで世界経
済の弾力性を大きく向上させ、世界で最も貧しく最も弱い立場に置かれた人々の生活を改
善することができます。持続可能な海洋経済を作り上げることは、確実に、持続可能な開
発目標（SDG）のすべてを世界が達成する後押しとなります。SDG14（海の豊かさを守ろう）
という項目だけではありません（図ES.5）。

海洋の大半を特徴付けるオープンアクセスというモデルは、現在の慣行、法律、文化規範
によって支えられています。このすべてを変えることができるのです。過去を振り返ると、非
常に複雑なシステムであっても新しい軌道に変えていくことができ、時には非常に速いス
ピードで変えられることが分かります。ドイツにおけるエネルギー移行、世界の大半の場所
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注：SDG 6に関しては（安全な水とトイレを世界中に）、海水淡水化プラントを通して海洋へのつながりを作ることができます。SDG 17
に関しては（パートナーシップで目標を達成しよう）、海洋は協働において非常に優れた基盤となります。例えば平時の海洋科学協力
は外交関係に重要です（1960年代における米国とソ連のメキシコ湾流の実験など）。

出典：執筆者。

図ES.5. 持続可能な開発目標達成には健全な海洋が不可欠

住み続けられるまちづくりを
ブルー・グリーン方式で暴風雨保護インフラを
構築することにより、都市の持続可能性が
高まります

貧困をなくそう
持続可能な海洋成長とは、人々を貧困から救い、
守ることができる持続的成長を意味します

すべての人に健康と福祉を
健全な海洋は、栄養価の高い食品をもたらす
だけでなく、何十億もの人々にとって健康の
源となり得ます

ジェンダー平等を実現しよう
海洋経済におけるジェンダー平等の拡大は、
何百万人もの女性に力を与えます

エネルギーをみんなに　
そしてクリーンに
海洋における再生可能エネルギーの潜在力は、
2050年までに全世界の総発電量の10%増に
寄与すると予測されています

産業と技術革新の基盤をつくろう
低炭素の港湾や再生可能な海洋エネルギーは、
技術革新を刺激し、重要基盤の構築に
つながります

気候変動に具体的な対策を
持続可能な海洋産業の拡大は、温室効果ガスを
最大20%削減し、1.5⁰Cの未来に向けて
目標達成に寄与します

平和と公正をすべての人に
持続可能な海洋経済においては、排他的経済水域
と資源に対する国家主権が達成されます

平和と公正をすべての人に
持続可能な海洋経済においては、排他的経済水域
と資源に対する国家主権が達成されます

飢餓をゼロに
持続可能な農業と漁業には、タンパク質生産の
卓越した潜在力があり、2050年の世界人口が
必要とする量をはるかにしのぎます

飢餓をゼロに
持続可能な農業と漁業には、タンパク質生産の
卓越した潜在力があり、2050年の世界人口が
必要とする量をはるかにしのぎます

質の高い教育をみんなに
周縁化された沿岸地域を貧困から救うことに
より、子供たちに優れた教育を提供する機会が
増大します

質の高い教育をみんなに
周縁化された沿岸地域を貧困から救うことに
より、子供たちに優れた教育を提供する機会が
増大します

安全な水とトイレを世界中に
海水の淡水化は、何百万という人々に飲料水を
提供します。さらに、衛生状態の改善により、
沿岸の水質を向上させることができます

働きがいも　
経済成長も
持続可能な海洋経済の拡大は、現在における
海洋経済の2倍以上に達すると予測されて
います

人や国の不平等をなくそう
明確な海洋アクセス権と持続可能な資源利用を
認めることで、周縁化された集団の長期的繁栄が
保証されます

つくる責任　
つかう責任
海洋プラスチック汚染の解決により、陸上に
おける循環型経済の構築が促進されます

陸の豊かさも守ろう
酸欠海域の削減により、再生可能精密農業に
向けた陸上改革が促進されます

陸の豊かさも守ろう
酸欠海域の削減により、再生可能精密農業に
向けた陸上改革が促進されます

パートナーシップで目標を達成しよう
海洋は、コラボレーションのためのプラットフォーム
であり、持続可能な開発のための世界的連携を
強化します
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におけるバーやレストランでの禁煙、オゾン層破壊につながる物質に関するモントリオー
ル議定書の採択などはすべて、姿勢や法律に大きな変更を迫る変化であり、数年以内の期
間に起きた事例です。

このような変化は海洋経済の関係者の間で起こせるものであり、起こす必要のあるもので
す。持続可能な漁業、栽培漁業、沿岸地域社会、再生可能エネルギー創出会社、エコツー
リズム業者、科学者、環境問題研究家、社会組織、市民社会組織など、海洋の健全さに利
害が大きく絡む新たな海洋利害集団が先導することで、汚染や乱用に対抗することができ
ます。

持続可能な将来に向けた道のりはすでに始まっており、先駆者がこの道を切り拓いていま
す。新たな持続可能な技術が投資家を惹きつけ、企業や政府はコロナ禍以降の新しい将
来を築き上げる中で持続可能な海洋経済がもたらす機会に気付き始めています。アクショ
ンを取らないことのリスクとコストに対する認識も高まっています。世界中からの明るい取
り組みによって、関係者が今アクションを取ることで何が達成できるのかについて垣間見る
ことができるようになっています。
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